
1

2

3

4

目標１

（課題１）

目標２

（課題２）

目標３

（課題３）

目標４

（課題４）

施策の概要

【生活保護制度】
・　生活保護法（昭和25年法律第144号）第１条において、日本国憲法第25条に規定する理念に基づき、国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長す
ることを目的とすることが規定されている。
・　保護の種類には、生活扶助、住宅扶助、医療扶助等の８種類があり、それぞれ日常生活を送る上で必要となる食費や住居費、病気の治療費などについて、必要な限度で支給されている。

施策を取り巻く現状

１．生活保護制度の状況
・　生活保護受給者数は約202万人。世界金融危機以降急増したが、季節要因による増減はあるものの、近年、減少傾向で推移している。
・　年齢階級別の被保護人員は、65歳以上の者の増加が続いており、被保護人員のうち、半数は65歳以上の者が占める。ただし、保護率については、上昇傾向が続いていた65歳以上も近年は横ばい。
・　生活保護受給世帯数は約164万世帯で、類型別では、高齢者世帯が増加。高齢者世帯は約９割が単身世帯を占める。
・　いわゆる稼得年齢層である「その他世帯」の世帯数は、Ｈ20年の世界金融危機後に大きく上昇し、その後低下傾向にあったが、令和２年６月以降対前年同月比がプラスに転じている。
※生活保護制度の目的は最低生活の保障と自立の助長であり、この２つの目的達成に向けての取り組みが本制度の最大の趣旨となっていることから、政策評価においては、就労支援と医療扶助に着目して課題設定等としている。

２．被保護者に対する自立支援
・　制度目的の１つである「自立の助長」における自立の概念は、経済的自立、日常生活自立、社会生活自立の３つに分けられる。
・　被保護者に対する就労支援については、就労支援員による就労に関する相談・助言等の支援 を行う被保護者就労支援事業（平成 25 年改正法により法定化） や、 公共職業安定所（ハローワーク）と連携してチーム支援を行う生活保護受給者等就労
自立促進事業 、 就労意欲の喚起や一般就労に従事する準備としての日常生活習慣の改善を行う 被保護者就労準備支援事業（予算事業）を実施してきた。
・　これら各種事業の活用により、就労可能な被保護者の多くは就労し、自立に至っており、引き続き取り組みを推進していく必要がある。
・　一方で、 対人関係に課題を抱える者や、就労の経験が少ない者等 、日常生活や社会生活の面で課題を抱え、就労による自立に一定程度の時間を要する者も存在している。

３．医療扶助
・医療扶助の適正化の取組の一つである 頻回受診対策については 、福祉事務所が受診回数の基準に該当する者を抽出し、主治医訪問・嘱託医協議により、頻回受診と認められた者に対して訪問指導や同行受診等に取り組み、受診行動が改善した者
の割合が上昇してきているなど、一定の成果が得られている。
・ 医薬品の利用の適正化に着目した取組については、平成30年の生活保護法の改正により、医療扶助における後発医薬品の使用原則化を実施している。

令和６年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

＊厚生労働省では、基本目標＞施策大目標＞施策目標を設定して、政策を実施しています。

施策目標名（政策体系上の位置付け）

生活保護制度を適正に実施すること（施策目標Ⅶ-1-1）
　　基本目標Ⅶ：ナショナル・ミニマムを保障し、社会変化に対応した福祉サービスを提供するとともに、自立した生活の
　　　　　　　　　実現や安心の確保等を図ること
　　　　施策大目標１：地域住民の様々なニーズに対して、地域の関係機関が連携して、必要な福祉サービスや支援を
                             包括的に提供しつつ、地域の多様な主体の参加・協働を促し、地域共生社会を実現すること

担当
部局名

社会・援護局 作成責任者名 保護課長　竹内　尚也

被保護者就労準備支援事業等を活用した、自立支援の取組強化を行う。
被保護者に対する就労支援（生活保護受給者等就労自立促進事業、被保護者就労支援事業、被保護者就労準備支援事業、その他就労に関
する取組）を適切に行うことで、制度をより適切に利用していただく必要があるため。

頻回受診に係る適正受診指導の取組徹底・強化による改善者数の向上を行う。
必要な人には確実に保護を実施するという基本的な考え方を維持しつつ、今後とも生活保護制度が国民の信頼に応えられるよう、医療扶助の
適正化等により制度の適正な運営を行う必要があるため。

後発医薬品使用促進の取組強化及び後発医薬品使用割合の向上を行う。
必要な人には確実に保護を実施するという基本的な考え方を維持しつつ、今後とも生活保護制度が国民の信頼に応えられるよう、医療扶助の
適正化等により制度の適正な運営を行う必要があるため。

施策実現のための課題

・　生活保護の適正な制度運営のため、保護の適正な実施や自立支援が重要である。特に、生活保護の医療扶助費の適正化や生活保護受給者への就労支援の強化等の取組が必要である。ＫＰＩ として設定されている、就労支援事業等
に参加可能な者の事業参加率、就労支援事業を通じた就労・増収率及び「その他の世帯」の就労率について、実績値が目標達成には至っていない状況である。

・　病気や障害、これまでの生活状況等により対人関係に課題を抱える者や、就労の経験が少ない者等に対し、日常生活自立、社会生活自立等、アセスメントを丁寧に実施しつつ、被保護者の多様な課題の解決に向けて徐々に自立支援
を行っていく取組を強化していく必要がある。

・　医療扶助における入院外の１ヶ月あたりの患者１人当たり受診日数の年次推移は、近年減少傾向にあり、同一傷病について、同一月内に同一診療科を15日以上受診している月が３ヶ月以上続いている者（受診状況把握対象者）の数も
減少してきている。
・　他方、受診状況把握対象者のうち、主治医・嘱託医が必要以上の受診と認めた者を対象として適正受診指導を行っているが、指導を受けた者のうち、改善した者の割合は47.4％に留まっている。また、対象者によっては効果が一時的で
一定期間を経過した後、受診回数が増加してしまう場合があるとの指摘もあり更なる対策が求められている。

・　被保護者については、通常、医療に係る患者負担が発生せず、後発医薬品を選択する動機付けが働きにくいことを踏まえ、平成30年の生活保護法の改正により、医療扶助における後発医薬品の原則化の措置が講じられており、引き続
き、医療扶助の適正化に向けて、その使用促進を図る必要がある。
（参考）令和５年度の医療扶助における後発医薬品の使用割合：88.2％

各課題に対応した達成目標

達成目標 達成目標の設定理由

就労支援を適切に行う。
被保護者に対する就労支援（生活保護受給者等就労自立促進事業、被保護者就労支援事業、被保護者就労準備支援事業、その他就労に関
する取組）を適切に行うことで、制度をより適切に利用していただく必要があるため。

（厚生労働省６（Ⅶ－１－１））



基準年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

62% 65% 65% 65% 65%

48.7% 49.1% 47.9%

集計中
（令和７年

２月頃
公表予定）

47% 50.0% 50% 50% 50%

34.4% 36.2% 38.1%

集計中
（令和７年

２月頃
公表予定）

43% 45% 45% 45% 45%

36.3% 34.0% 33.6%

集計中
（令和７年

２月頃
公表予定）

令和４年度 令和５年度

予算額 予算額

執行額 執行額

2,801,346百万
円

2,790,100百万円

2,663,059
百万円

2,716,114百万円

32,052百万円 32,023百万円

29,043百万円 29,468百万円

172百万円 116百万円

116百万円 107百万円

1.847百万円 1,830百万円

1,860百万円 1,857百万円

8,122百万円 8,010百万円

7,883百万円 8,671百万円

360百万円 342百万円

284百万円 275百万円

達成目標１について

測定指標（アウトカム、アウトプット）
※数字に○を付した指標は主要な指標

基準値 目標値

年度ごとの目標値（参考値）

測定指標の選定理由 目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

目標年度

1

被保護者就労支援事業等に参加可能
な者の事業参加率（アウトプット）
【新経済・財政再生計画関連：社会保
障分野 40】
【新経済・財政再生計画　改革工程表
のＫＰＩ】

－ － 65% 令和７年度

・　生活保護受給者の自立を助長するため、福祉事務所を設置する地
方公共団体においては、被保護者就労支援事業・被保護者就労準備
支援事業等を実施している。これらの事業の取組状況を評価するた
め、本指標を選定している。

（参考１）平成30年度実績：57.1％、令和元年度実績：52.1％

（参考２）令和４年度実績：47.9％は分母：就労可能と判断する被保護者
数（181,509人）、分子：事業参加者の人数（86,922人）から算出したも
の。
※分母からは就労支援事業等に参加する余地のない者を除外

（出典）厚生労働省社会・援護局保護課調べ

「新経済・財政再生計画改革工程表」において、令和７年度に65％とす
ることを目標としている。
【新経済・財政再生計画　改革工程表のKPIは、施策の達成状況を表
すものになっており、同KPIと同じ指標を測定指標として設定】

2

就労支援事業等に参加した者のうち、
就労した者及び就労による収入が増加
し
た者の割合（アウトカム）
【新経済・財政再生計画関連：社会保
障分野 40】
【新経済・財政再生計画　改革工程表
のＫＰＩ】

－ － 50% 令和７年度

・　生活保護受給者の自立を助長するため、福祉事務所を設置する地
方公共団体においては、被保護者就労支援事業・被保護者就労準備
支援事業等を実施している。これらの事業の効果を評価するため、本
指標を選定している。

（参考１）平成30年度実績：42.4％、令和元年度実績：40.4％
（参考２）令和４年度実績：38.1％は分母：事業参加者の人数（86,922
人）、分子：就労・増収者の人数（33,130人）から算出したもの。

（出典）厚生労働省社会・援護局保護課調べ

「新経済・財政再生計画改革工程表」において、令和７年度に50％とす
ることを目標としている。
【新経済・財政再生計画　改革工程表のKPIは、施策の達成状況を表
すものになっており、同KPIと同じ指標を測定指標として設定】

3

「その他の世帯」（※）の就労率(就労者
のいる世帯の割合)（アウトカム）
（※）生活保護受給世帯のうち、高齢者
世帯、母子世帯、障害者世帯、傷病者
世帯以外の世帯をいう。
【新経済・財政再生計画関連：社会保
障分野 40】
【新経済・財政再生計画　改革工程表
のＫＰＩ】

－ － 45% 令和７年度

・　生活保護受給者の自立を助長するため、福祉事務所を設置する地
方公共団体においては、被保護者就労支援事業・被保護者就労準備
支援事業等を実施している。これらの事業の効果を評価するため本指
標を選定している。

（参考１）平成30年度実績：38.7％、令和元年度実績：39.3％
（参考２）令和４年度実績：33.6％は分母：その他の世帯の総数（252,904
世帯）、分子：就労者のいるその他の世帯数（84,973世帯）から算出した
もの。

（出典）被保護者調査

「新経済・財政再生計画改革工程表」において、令和７年度に45％とす
ることを目標としている。
【新経済・財政再生計画　改革工程表のKPIは、施策の達成状況を表
すものになっており、同KPIと同じ指標を測定指標として設定】

002711

(2)
保護施設事務費負担金
（昭和６年度）

33,052
百万円

- 生活保護受給者を救護施設等の保護施設に入所又は利用させ、生活困窮者の最低限度の生活の保障をするとともにその自立を図る。 002713

達成手段１
（開始年度）

令和６年度
予算額

関連する
指標番号 達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等 令和６年度行政事業レビュー事業番号

(1)
保護費負担金
（昭和６年度）

2,792,732
百万円

1,2,3
利用し得る資産、稼働能力、他法他施策などを活用しても、なお最低限の生活を維持できない者に対し、必要に応じた生活、住宅、教育、介護、医療、出産、生業、葬
祭の各扶助を行うことにより、その最低限度の生活を保障するとともにその自立を助長する。

(4)
生活保護指導監査委託費
（昭和30年度）

1,814
百万円

　－ 都道府県及び指定都市本庁に生活保護指導職員を配置し、適正な保護の実施を推進する。 002663

(3)
生活保護に関する調査事業
（昭和26年度）

110百万円 － 生活保護受給世帯の生活実態を明らかにすることにより、生活保護制度の企画運営等の効果的な実施を図る。 002722

(6)
社会福祉行政事務企画指導等経費
（平成20年度）

320百万円 －
地域福祉の構築、社会福祉法人制度、社会福祉事業に従事する人材の確保など社会福祉の各分野に共通する基盤の整備や、生活保護制度及び生活困窮者自立
支援制度、自殺対策等、地域共生社会の実現に向け社会福祉の増進を行うため、社会・援護局（社会）内における事務の円滑な実施を図る。

002710

(5)
中国残留邦人生活支援給付金
(平成20年度)

7,849
百万円

－

・　老齢基礎年金を満額受給してもなお生活の安定が十分に図れない中国残留邦人等に対して、生活支援給付、住宅支援給付、医療支援給付、介護支援給付など
の各支援給付を実施し、生活の安定を図ることで、永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立を支援する。
　（国費負担３/４、県又は市負担１/４）
・　中国残留邦人等と長年にわたり労苦を共にしてきた配偶者の置かれている事情に鑑み、永住帰国する前からの配偶者に対し、支援給付に加えて配偶者支援金を
支給する。
　（国費負担10/10）

002712



30,144百万円

7,587百万円
（被保護者就労支
援事業＋被保護
者健康管理支援

事業）

29,516百万円
の内数

6,895百万円
（被保護者就労支
援事業＋被保護
者健康管理支援

事業）

338,366百万円
11,116百万円（生
活保護適正化等

事業）

216,040百万円
の内数

44，838百万円
の内数

94百万円 94百万円

57百万円 65百万円

11百万円 11百万円

8百万円 8百万円

基準年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

- - - 24% 25%

23.5% 21.6% 21.8%

集計中
（令和７年

２月頃
公表予定）

- - - 26% 27%

25.6% 25.6% 22.3%

集計中
（令和７年

２月頃
公表予定）

(8)

生活困窮者就労準備支援等事業費補
助金（平成27年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会保
障分野㊵㊸】
【新経済・財政再生計画　改革工程表
のＫＰＩ関連】

9,813百万
円（生活保
護適正化
等事業）

4,5,6,7,8

・　生活保護受給者に対し、就労に向けた動機付けや基礎能力の形成を図るための支援を行う、被保護者就労準備支援事業を実施することにより、生活保護受給者
の自立の支援を促進する。

・　生活保護の適正化に関する事業等を実施する。
【本事業は、被保護者の就労・増収等を促進する効果があると見込んでいる】

006912

(7)

生活困窮者自立相談支援事業費等負
担金
（平成27年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会保
障分野㊵㊸】
【新経済・財政再生計画　改革工程表
のＫＰＩ関連】

7,587
百万円

（被保護者
就労支援
事業＋被
保護者健
康管理支
援事業）

1,2,3
4,5

・　生活保護受給者に対し、生活保護法第55条の7に規定する、被保護者就労支援事業（就労の支援に関する問題につき、生活保護受給者からの相談に応じ、必要
な情報の提供及び助言を行う事業）等を実施することにより、生活保護受給者の自立の支援を促進する。
【本事業は、被保護者の就労・増収等を促進する効果があると見込んでいる】

019829

(10)
日常生活支援住居施設管理職員等資
質向上研修
（令和３年度）

11百万円 -

・　令和２年10月より、支援を要する生活保護受給者について、日常生活支援住居施設への支援委託が開始されることに伴い、その支援に関わる日常生活支援住居
施設の管理職員等の資質向上のための研修を実施し、質の高い支援業務の標準化を推進することを目的としている。

・　日常生活住居施設の管理者等が参加する研修において、①アセスメントの方法、支援目標や個別支援計画の立て方等、②個別支援計画を作成するために留意す
べき視点、記載方法等、③ホームレス、刑余者、精神障害者等、対象者に応じた支援の技能、知識、④モニタリング、個別支援計画変更等の手法、地域の社会資源
の活用等をカリキュラムとして実施する。

003043

(9)
生活保護業務のデジタル化等に向け
た調査研究委託事業
（令和３年度）

94百万円 -

・　生活保護業務においては、手書きによる訪問記録の作成や、収入申告書等のシステムへの入力など多くの事務処理作業を行っており、支援が必要な被保護者に
対するきめ細かなケースワークを実施するためにも、こうした業務の効率化や負担の軽減が必要である。このため、生活保護業務プロセス及び基幹システムの標準
化に向けた調査研究を行い、業務負担の軽減を図る方策を検討し、業務効率化の取組を推進することを目的としている。

・　具体的には、自治体の試行的取組の業務フローやシステム仕様の聴取、ヒアリング等を行うとともに、これらによる課題、成果等を評価、整理するための調査研究
を行う。

002893

目標年度

4

被保護者就労支援事業等の活用によ
り日常生活の課題がある者の状態像
が改善した者の割合（アウトカム）
【新経済・財政再生計画関連：社会保
障分野 40】
【新経済・財政再生計画　改革工程表
のＫＰＩ】

－ － 26% 令和７年度

達成目標２について

測定指標（アウトカム、アウトプット）
※数字に○を付した指標は主要な指標

基準値 目標値

年度ごとの目標値（参考値）

測定指標の選定理由 目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

・　生活保護受給者の自立を助長するため、福祉事務所を設置する地
方公共団体においては、被保護者就労支援事業・被保護者就労準備
支援事業等を実施している。これらの事業の効果を評価するため本指
標を選定している。

（参考１）平成30年度実績：21.0％、令和元年度実績：20.3％
（参考２）令和４年度実績：21.8％は分母：事業参加者（12,607人）、分
子：状態像が向上した者（2,749人）から算出したもの。

（出典）厚生労働省社会・援護局保護課調べ

「新経済・財政再生計画改革工程表」において、令和７年度に26％とす
ることを目標としている。
【新経済・財政再生計画　改革工程表のKPIは、施策の達成状況を表
すものになっており、同KPIと同じ指標を測定指標として設定】

5

被保護者就労支援事業等の活用によ
り社会生活の課題がある者の状態像
が改善した者
の割合（アウトカム）
【新経済・財政再生計画関連：社会保
障分野 40】
【新経済・財政再生計画　改革工程表
のＫＰＩ】

－ － 28% 令和７年度

・　生活保護受給者の自立を助長するため、福祉事務所を設置する地
方公共団体においては、被保護者就労支援事業・被保護者就労準備
支援事業等を実施している。これらの事業の効果を評価するため本指
標を選定している。

（参考１）平成30年度実績：23.9％、令和元年度実績：25.6％
（参考２）令和４年度実績：22.3％は分母：事業参加者（16,561人）、分
子：状態像が向上した者（3,685人）から算出したもの。

（出典）厚生労働省社会・援護局保護課調べ

「新経済・財政再生計画改革工程表」において、令和７年度に28％とす
ることを目標としている。
【新経済・財政再生計画　改革工程表のKPIは、施策の達成状況を表
すものになっており、同KPIと同じ指標を測定指標として設定】



令和４年度 令和５年度

予算額 予算額

執行額 執行額

2,801,346百万
円

2,790,100百万円

2,663,059
百万円

2,716,114百万円

32,052百万円 32,023百万円

29,043百万円 29,468百万円

172百万円 116百万円

116百万円 107百万円

1.847百万円 1,830百万円

1,860百万円 1,857百万円

8,122百万円 8,010百万円

7,883百万円 8,671百万円

360百万円 342百万円

284百万円 275百万円

30,144百万円

7,587百万円
（被保護者就労支
援事業＋被保護
者健康管理支援

事業）

29,516百万円
の内数

6,895百万円
（被保護者就労支
援事業＋被保護
者健康管理支援

事業）

338,366百万円
11,116百万円（生
活保護適正化等

事業）

216,040百万円
の内数

44，838百万円
の内数

94百万円 94百万円

57百万円 65百万円

11百万円 11百万円

8百万円 8百万円

002711

(12)
保護施設事務費負担金(再掲）
（昭和６年度）

33,052
百万円

- 生活保護受給者を救護施設等の保護施設に入所又は利用させ、生活困窮者の最低限度の生活の保障をするとともにその自立を図る。 002713

達成手段２
（開始年度）

令和６年度
予算額

関連する
指標番号 達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等 令和６年度行政事業レビュー事業番号

(11)
保護費負担金(再掲）
（昭和６年度）

2,792,732
百万円

1,2,3
利用し得る資産、稼働能力、他法他施策などを活用しても、なお最低限の生活を維持できない者に対し、必要に応じた生活、住宅、教育、介護、医療、出産、生業、葬
祭の各扶助を行うことにより、その最低限度の生活を保障するとともにその自立を助長する。

(14)
生活保護指導監査委託費(再掲）
（昭和30年度）

1,857
百万円

　－ 都道府県及び指定都市本庁に生活保護指導職員を配置し、適正な保護の実施を推進する。 002663

(13)
生活保護に関する調査事業(再掲）
（昭和26年度）

110百万円 － 生活保護受給世帯の生活実態を明らかにすることにより、生活保護制度の企画運営等の効果的な実施を図る。 002722

(16)
社会福祉行政事務企画指導等経費(再
掲）
（平成20年度）

320百万円 －
地域福祉の構築、社会福祉法人制度、社会福祉事業に従事する人材の確保など社会福祉の各分野に共通する基盤の整備や、生活保護制度及び生活困窮者自立
支援制度、自殺対策等、地域共生社会の実現に向け社会福祉の増進を行うため、社会・援護局（社会）内における事務の円滑な実施を図る。

002710

(15)
中国残留邦人生活支援給付金(再掲）
(平成20年度)

7,849
百万円

－

・　老齢基礎年金を満額受給してもなお生活の安定が十分に図れない中国残留邦人等に対して、生活支援給付、住宅支援給付、医療支援給付、介護支援給付など
の各支援給付を実施し、生活の安定を図ることで、永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立を支援する。
　（国費負担３/４、県又は市負担１/４）
・　中国残留邦人等と長年にわたり労苦を共にしてきた配偶者の置かれている事情に鑑み、永住帰国する前からの配偶者に対し、支援給付に加えて配偶者支援金を
支給する。
　（国費負担10/10）

002712

(18)

生活困窮者就労準備支援等事業費補
助金(再掲）
（平成27年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会保
障分野㊵㊸】
【新経済・財政再生計画　改革工程表
のＫＰＩ関連】

9,813百万
円（生活保
護適正化
等事業）

4,5,6,7,8

・　生活保護受給者に対し、就労に向けた動機付けや基礎能力の形成を図るための支援を行う、被保護者就労準備支援事業を実施することにより、生活保護受給者
の自立の支援を促進する。

・　生活保護の適正化に関する事業等を実施する。
【本事業は、被保護者の就労・増収等を促進する効果があると見込んでいる】

006912

(17)

生活困窮者自立相談支援事業費等負
担金(再掲）
（平成27年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会保
障分野㊵㊸】
【新経済・財政再生計画　改革工程表
のＫＰＩ関連】

7,587
百万円

（被保護者
就労支援
事業＋被
保護者健
康管理支
援事業）

1,2,3
4,5

・　生活保護受給者に対し、生活保護法第55条の7に規定する、被保護者就労支援事業（就労の支援に関する問題につき、生活保護受給者からの相談に応じ、必要
な情報の提供及び助言を行う事業）等を実施することにより、生活保護受給者の自立の支援を促進する。
【本事業は、被保護者の就労・増収等を促進する効果があると見込んでいる】

019829

(20)
日常生活支援住居施設管理職員等資
質向上研修(再掲）
（令和３年度）

11百万円 -

・　令和２年10月より、支援を要する生活保護受給者について、日常生活支援住居施設への支援委託が開始されることに伴い、その支援に関わる日常生活支援住居
施設の管理職員等の資質向上のための研修を実施し、質の高い支援業務の標準化を推進することを目的としている。

・　日常生活住居施設の管理者等が参加する研修において、①アセスメントの方法、支援目標や個別支援計画の立て方等、②個別支援計画を作成するために留意す
べき視点、記載方法等、③ホームレス、刑余者、精神障害者等、対象者に応じた支援の技能、知識、④モニタリング、個別支援計画変更等の手法、地域の社会資源
の活用等をカリキュラムとして実施する。

003043

(19)
生活保護業務のデジタル化等に向け
た調査研究委託事業(再掲）
（令和３年度）

94百万円 -

・　生活保護業務においては、手書きによる訪問記録の作成や、収入申告書等のシステムへの入力など多くの事務処理作業を行っており、支援が必要な被保護者に
対するきめ細かなケースワークを実施するためにも、こうした業務の効率化や負担の軽減が必要である。このため、生活保護業務プロセス及び基幹システムの標準
化に向けた調査研究を行い、業務負担の軽減を図る方策を検討し、業務効率化の取組を推進することを目的としている。

・　具体的には、自治体の試行的取組の業務フローやシステム仕様の聴取、ヒアリング等を行うとともに、これらによる課題、成果等を評価、整理するための調査研究
を行う。

002893



基準年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

（令和３年
度目標に
向けた目

安値：62%）

（令和６年
度目標に
向けた目

安値：
52.2％）

（令和６年
度目標に
向けた目

安値：
55.5％）

58.8％
（2020（令
和２）年度
比改善者
数割合２
割以上）

58.8%
（2020（令
和２）年度
改善者数
割合比２
割以上）

49.0% 44.9% 47.4%

集計中
（令和７年
２月中旬

頃
公表予定）

令和４年度 令和５年度

予算額 予算額

執行額 執行額

2,801,346百万
円

2,790,100百万円

2,663,059
百万円

2,716,114百万円

32,052百万円 32,023百万円

29,043百万円 29,468百万円

172百万円 116百万円

116百万円 107百万円

1.847百万円 1,830百万円

1,860百万円 1,857百万円

8,122百万円 8,010百万円

7,883百万円 8,671百万円

360百万円 342百万円

284百万円 275百万円

30,144百万円 16,723百万円

29,516百万円

6,895百万円
（被保護者就労支
援事業＋被保護
者健康管理支援

事業）

338,366百万円
11,116百万円（生
活保護適正化等

事業）

216,040百万円
の内数

44，838百万円
の内数

94百万円 94百万円

57百万円 65百万円

達成目標３について

測定指標（アウトカム、アウトプット）
※数字に○を付した指標は主要な指標

基準値 目標値

年度ごとの目標値（参考値）

測定指標の選定理由 目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

生活保護受給者が適正な受診をすることは、本人の健全な日常生活を
維持することに加え、制度に対する国民からの信頼を確保する点にお
いても重要。そのため、各地方公共団体において診療日数が過度に多
い生活保護受給者に対しては、個々の状況を把握し、必要に応じて指
導等を行い、適正受診を図るための取組を行っている。この取組の実
施状況を評価するため本指標を選定している。

（参考１）平成30年度実績54.1％、平成30年度実績49.0％

（参考２）令和４年度実績値47.4％は分母：適正受診指導対象者の人数
（2,051人）、分子：適正な受診日数に改善された者の人数（973人）から
算出したもの。

※令和元年度は、適正受診指導対象者の基準を見直し対象者の範囲
が拡大したことにより、実績値が下がったもの。
（出典）：厚生労働省社会・援護局保護課調べ

「新経済・財政再生計画改革工程表2022」において、測定指標７につい
ては2024（令和６）年度において2020（令和２）年度改善者数割合比２
割以上としている。
【新経済・財政再生計画　改革工程表のKPIは、施策の達成状況を表
すものになっており、同KPIと同じ指標を測定指標として設定】

達成手段３
（開始年度）

令和６年度
予算額

関連する
指標番号 達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等 令和６年度行政事業レビュー事業番号

目標年度

6

頻回受診者に対する適正受診指導に
よる改善者数割合（アウトカム）
【新経済・財政再生計画関連：社会保
障分野㊶】
【新経済・財政再生計画　改革工程表
のＫＰＩ】

－ －

2020（令和
２）年度改
善者数割
合比２割

以上

令和６年度

(22)
保護施設事務費負担金(再掲）
（昭和６年度）

33,052
百万円

- 生活保護受給者を救護施設等の保護施設に入所又は利用させ、生活困窮者の最低限度の生活の保障をするとともにその自立を図る。 002713

(21)
保護費負担金(再掲）
（昭和６年度）

2,792,732
百万円

1,2,3
利用し得る資産、稼働能力、他法他施策などを活用しても、なお最低限の生活を維持できない者に対し、必要に応じた生活、住宅、教育、介護、医療、出産、生業、葬
祭の各扶助を行うことにより、その最低限度の生活を保障するとともにその自立を助長する。

002711

(24)
生活保護指導監査委託費(再掲）
（昭和30年度）

1,857
百万円

　－ 都道府県及び指定都市本庁に生活保護指導職員を配置し、適正な保護の実施を推進する。 002663

(23)
生活保護に関する調査事業(再掲）
（昭和26年度）

110百万円 － 生活保護受給世帯の生活実態を明らかにすることにより、生活保護制度の企画運営等の効果的な実施を図る。 002722

(27)

生活困窮者自立相談支援事業費等負
担金(再掲）
（平成27年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会保
障分野㊵㊸】
【新経済・財政再生計画　改革工程表
のＫＰＩ関連】

7,587
百万円

（被保護者
就労支援
事業＋被
保護者健
康管理支
援事業）

1,2,3
4,5

・　生活保護受給者に対し、生活保護法第55条の7に規定する、被保護者就労支援事業（就労の支援に関する問題につき、生活保護受給者からの相談に応じ、必要
な情報の提供及び助言を行う事業）等を実施することにより、生活保護受給者の自立の支援を促進する。
【本事業は、被保護者の就労・増収等を促進する効果があると見込んでいる】

019829

(26)
社会福祉行政事務企画指導等経費(再
掲）
（平成20年度）

320百万円 －
地域福祉の構築、社会福祉法人制度、社会福祉事業に従事する人材の確保など社会福祉の各分野に共通する基盤の整備や、生活保護制度及び生活困窮者自立
支援制度、自殺対策等、地域共生社会の実現に向け社会福祉の増進を行うため、社会・援護局（社会）内における事務の円滑な実施を図る。

002710

(25)
中国残留邦人生活支援給付金(再掲）
(平成20年度)

7,849
百万円

－

・　老齢基礎年金を満額受給してもなお生活の安定が十分に図れない中国残留邦人等に対して、生活支援給付、住宅支援給付、医療支援給付、介護支援給付など
の各支援給付を実施し、生活の安定を図ることで、永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立を支援する。
　（国費負担３/４、県又は市負担１/４）
・　中国残留邦人等と長年にわたり労苦を共にしてきた配偶者の置かれている事情に鑑み、永住帰国する前からの配偶者に対し、支援給付に加えて配偶者支援金を
支給する。
　（国費負担10/10）

002712

(29)
生活保護業務のデジタル化等に向け
た調査研究委託事業(再掲）
（令和３年度）

94百万円 -

・　生活保護業務においては、手書きによる訪問記録の作成や、収入申告書等のシステムへの入力など多くの事務処理作業を行っており、支援が必要な被保護者に
対するきめ細かなケースワークを実施するためにも、こうした業務の効率化や負担の軽減が必要である。このため、生活保護業務プロセス及び基幹システムの標準
化に向けた調査研究を行い、業務負担の軽減を図る方策を検討し、業務効率化の取組を推進することを目的としている。

・　具体的には、自治体の試行的取組の業務フローやシステム仕様の聴取、ヒアリング等を行うとともに、これらによる課題、成果等を評価、整理するための調査研究
を行う。

002893

(28)

生活困窮者就労準備支援等事業費補
助金(再掲）
（平成27年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会保
障分野㊵㊸】
【新経済・財政再生計画　改革工程表
のＫＰＩ関連】

9,813百万
円（生活保
護適正化
等事業）

4,5,6,7,8

・　生活保護受給者に対し、就労に向けた動機付けや基礎能力の形成を図るための支援を行う、被保護者就労準備支援事業を実施することにより、生活保護受給者
の自立の支援を促進する。

・　生活保護の適正化に関する事業等を実施する。
【本事業は、被保護者の就労・増収等を促進する効果があると見込んでいる】

006912



基準年度
令和２年

度
令和３年

度
令和４年

度
令和５年

度
令和６年

度

100% 100% 100% 100% 100%

97.4% 100.0% 100.0%

集計中
（令和７年
２月中旬

頃
公表予定）

80% 80% 80% 80% 80%

87.8% 87.7% 86.4% 88.2%

令和４年度 令和５年度

予算額 予算額

執行額 執行額

2,801,346百万
円

2,790,100百万円

 2,663,059百万円 2,716,114百万円

32,052百万円 32,023百万円

29,043百万円 29,468百万円

172百万円 116百万円

116百万円 107百万円

1.847百万円 1,830百万円

1,860百万円 1,857百万円

8,122百万円 8,010百万円

7,883百万円 8,671百万円

360百万円 342百万円

284百万円 275百万円

30,144百万円 16,723百万円

29,516百万円

6,895百万円
（被保護者就労支
援事業＋被保護
者健康管理支援

事業）

目標年度

7

医療扶助の適正化に向けた自治体に
おける後発医薬品使用促進計画の策
定率（アウトプット）
【新経済・財政再生計画関連：社会保
障分野 63】
【新経済・財政再生計画　改革工程表
のＫＰＩ】

－ － 100% 毎年度

達成目標４について

測定指標（アウトカム、アウトプット）
※数字に○を付した指標は主要な指標

基準値 目標値

年度ごとの目標値（参考値）

測定指標の選定理由 目標値（水準・目標年度）の設定の根拠
年度ごとの実績値

・　医療扶助における後発医薬品の使用促進については、後発医薬品
の使用割合が80％未満の地方公共団体においては、その理由を分析
し、対応方針を記した「後発医薬品使用促進計画」を策定することとして
いる。これを踏まえ、該当する地方公共団体における策定状況を評価
するため本指標を選定している。

（参考１）平成28年度実績99.88％（※目標値の設定は平成28年度から）
（参考２）令和４年度実績値100％は分母：後発医薬品の使用割合が
80％未満の福祉事務所設置自治体数（66団体）、分子：後発医薬品使
用促進計画が策定済みの福祉事務所設置自治体数（66団体）から算
出したもの。
（出典）：厚生労働省社会・援護局保護課調べ

「新経済・財政再生計画改革工程表」において、目標値を100％として
いる。
【新経済・財政再生計画　改革工程表のKPIは、施策の達成状況を表
すものになっており、同KPIと同じ指標を測定指標として設定】

8

生活保護受給者の後発医薬品の使用
割合（アウトカム）
【新経済・財政再生計画関連：社会保
障分野 63】
【新経済・財政再生計画　改革工程表
のＫＰＩ】

－ － 80% 毎年度

・　医療扶助における後発医薬品の使用促進については、生活保護法
において後発医薬品の使用原則化を規定するなど、各種の取組を実施
しているが、その実施状況を評価するため本指標を選定している。

（参考１）平成30年度実績77.6％（平成30年６月審査分）、令和元年度実
績86.2％（令和元年６月審査分）
（参考２）令和５年度実績値88.2％は分母：生活保護受給者に処方され
た薬剤総量（333,472,127個）、分子：うち後発医薬品の個数
（294,226,457個）から算出したもの。

（出典）：医療扶助実態統計（令和２年以前は医療扶助実態調査）（各年
６月審査分）

「新経済・財政再生計画改革工程表」において、毎年度、全ての都道
府県で使用割合を80％以上とすることを目標としている。
【新経済・財政再生計画　改革工程表のKPIは、施策の達成状況を表
すものになっており、同KPIと同じ指標を測定指標として設定】

002711

(31)
保護施設事務費負担金(再掲）
（昭和６年度）

33,052
百万円

- 生活保護受給者を救護施設等の保護施設に入所又は利用させ、生活困窮者の最低限度の生活の保障をするとともにその自立を図る。 002713

達成手段４
（開始年度）

令和６年度
予算額

関連する
指標番号 達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等 令和６年度行政事業レビュー事業番号

(30)
保護費負担金(再掲）
（昭和６年度）

2,792,732
百万円

1,2,3
利用し得る資産、稼働能力、他法他施策などを活用しても、なお最低限の生活を維持できない者に対し、必要に応じた生活、住宅、教育、介護、医療、出産、生業、葬
祭の各扶助を行うことにより、その最低限度の生活を保障するとともにその自立を助長する。

(33)
生活保護指導監査委託費(再掲）
（昭和30年度）

1,857
百万円

　－ 都道府県及び指定都市本庁に生活保護指導職員を配置し、適正な保護の実施を推進する。 002663

(32)
生活保護に関する調査事業(再掲）
（昭和26年度）

110百万円 － 生活保護受給世帯の生活実態を明らかにすることにより、生活保護制度の企画運営等の効果的な実施を図る。 002722

(36)

生活困窮者自立相談支援事業費等負
担金(再掲）
（平成27年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会保
障分野㊵㊸】
【新経済・財政再生計画　改革工程表
のＫＰＩ関連】

7,587
百万円

（被保護者
就労支援
事業＋被
保護者健
康管理支
援事業）

1,2,3,4,5
・生活保護受給者に対し、生活保護法第55条の7に規定する、被保護者就労支援事業（就労の支援に関する問題につき、生活保護受給者からの相談に応じ、必要な
情報の提供及び助言を行う事業）等を実施することにより、生活保護受給者の自立の支援を促進する。
【本事業は、被保護者の就労・増収等を促進する効果があると見込んでいる】

019829

(35)
社会福祉行政事務企画指導等経費(再
掲）
（平成20年度）

320百万円 －
地域福祉の構築、社会福祉法人制度、社会福祉事業に従事する人材の確保など社会福祉の各分野に共通する基盤の整備や、生活保護制度及び生活困窮者自立
支援制度、自殺対策等、地域共生社会の実現に向け社会福祉の増進を行うため、社会・援護局（社会）内における事務の円滑な実施を図る。

002710

(34)
中国残留邦人生活支援給付金(再掲）
(平成20年度)

7,849
百万円

－

・老齢基礎年金を満額受給してもなお生活の安定が十分に図れない中国残留邦人等に対して、生活支援給付、住宅支援給付、医療支援給付、介護支援給付などの
各支援給付を実施し、生活の安定を図ることで、永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立を支援する。
　（国費負担３/４、県又は市負担１/４）
・中国残留邦人等と長年にわたり労苦を共にしてきた配偶者の置かれている事情に鑑み、永住帰国する前からの配偶者に対し、支援給付に加えて配偶者支援金を支
給する。
　（国費負担10/10）

002712



338,366百万円
11,116百万円（生
活保護適正化等

事業）

216,040百万円
の内数

44，838百万円
の内数

94百万円 94百万円

57百万円 65百万円

(38)
生活保護業務のデジタル化等に向け
た調査研究委託事業(再掲）
（令和３年度）

94百万円 -

・　生活保護業務においては、手書きによる訪問記録の作成や、収入申告書等のシステムへの入力など多くの事務処理作業を行っており、支援が必要な被保護者に
対するきめ細かなケースワークを実施するためにも、こうした業務の効率化や負担の軽減が必要である。このため、生活保護業務プロセス及び基幹システムの標準
化に向けた調査研究を行い、業務負担の軽減を図る方策を検討し、業務効率化の取組を推進することを目的としている。

・　具体的には、自治体の試行的取組の業務フローやシステム仕様の聴取、ヒアリング等を行うとともに、これらによる課題、成果等を評価、整理するための調査研究
を行う。

002893

(37)

生活困窮者就労準備支援等事業費補
助金(再掲）
（平成27年度）
【新経済・財政再生計画関連：社会保
障分野㊵㊸】
【新経済・財政再生計画　改革工程表
のＫＰＩ関連】

9,813
百万円（生
活保護適
正化等事

業）

4,5,6,7,8

・　生活保護受給者に対し、就労に向けた動機付けや基礎能力の形成を図るための支援を行う、被保護者就労準備支援事業を実施することにより、生活保護受給者
の自立の支援を促進する。

・　生活保護の適正化に関する事業等を実施する。
【本事業は、被保護者の就労・増収等を促進する効果があると見込んでいる】

006912

施策に関係する内閣の重要施策
（施政方針演説等のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

第213回国会　衆議院　厚生労働委員会厚生労働大臣所信表明 令和６年３月12日
(包括的な支援の取組）
生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度については、居住支援の強化や子どもの貧困への対応を行うため、関係法
案を今国会に提出しました。

3,676,096,160 2,938,245,936 2,935,214,148

施策の執行額（千円） 3,162,892,614 2,846,070,197

施策の予算額（千円）
令和４年度 令和５年度 令和６年度

政策評価実施予定
時期

令和６年度


